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1.はじめに

　近年，公共性の高い土木構造物に対する効率的な予防保全の実現や，そのコストや効果に対する説明責任

の完遂への要請が高まる中，客観的かつ定量的な維持管理計画手法の導入が求められている．このような方

法論の構築にあたっては，複数施設を群で管理できること，実務者が現実に行っている維持管理活動（点検

や補修等）を記述できること，計画的かつ効率的な予防保全の実現に資する定量的な意志決定支援情報を提

供できること，等が要求される．

そこで本研究では，以上のような要件を満たした，より実用的な方法論の構築を行った．以下に方法論

の概要，技術的特徴，今後の展望を述べる．

2.方法論の概要

　本研究で構築した方法

論は，図 1 で示すように，

構造物の劣化や劣化進行

を制御する行為（点検や

補修等）を行列やベクト

ルでモデル化し，これら

を組み合わせることで構

造物の将来の状態遷移を

シミュレートし，その過程で発生す

るリスクを含んだトータルコストを算出

するものである．

3. 方法論拡張に関する技術的特徴

　1）データベースの作成とエレメント

グループ化

　ここではまず，情報の管理や補修対策

の単位となるような部材（エレメント）

を 1 レコードとしたデータベース化を図

る．（図 2参照）

　つづいて，対象エリアのネットワーク

をエリア≫管轄≫路線≫構造物≫エレメ

ントに階層化し，物的属性を構造化する．

さらに各エレメントの置かれている状況（周

辺環境や劣化の支配要因等）から環境属性を決定する．こうして，同一種別の部材を物的属性と環境属性と

の組み合わせによって再分類し，エレメントグループを作成する．

　　　　　　図 2.データーベース

トンネル名称： S1トンネル （山岳在来） Code S1
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No. エリア 管轄 路線 部材種別部材名称 数量 属性 基本 最新点検最新点検 経過年 遷移 損失

(m2) E.Ｇ. 1998 1999 2000 2001 2002 年 結果 (年) MatrixVector

構造物：S1トンネル （山岳在来）

アーチＡ 総部材数： 25 状態毎のエレメント数（S,C,B,A,AA,AAA）= （ 12 6 4 2 1 0 ）

1 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A1 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

2 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A2 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

3 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A3 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

4 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A4 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

5 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A5 98.9 a1 A-a1 S C 2002 C 0 A-a1-0 S-A-1

6 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A6 98.9 a1 A-a1 C C 2002 C 0 A-a1-0 S-A-1

7 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A7 98.9 a1 A-a1 C B 2002 B 0 A-a1-0 S-A-1

8 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A8 98.9 a1 A-a1 S C 2002 C 0 A-a1-0 S-A-1

9 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A9 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

10 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A10 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

11 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A11 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

12 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A12 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

13 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A13 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

14 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A14 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

15 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A15 98.9 a1 A-a1 C C 2002 C 0 A-a1-0 S-A-1

16 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A16 98.9 a1 A-a2 S S 2002 S 0 A-a2-0 S-A-1

17 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A17 98.9 a1 A-a2 C C 2002 C 0 A-a2-0 S-A-1

18 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A18 98.9 a1 A-a2 B B 2002 B 0 A-a2-0 S-A-1

19 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A19 98.9 a1 A-a2 A A 2002 A 0 A-a2-0 S-A-1

20 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A20 98.9 a1 A-a2 B AA 2002 AA 0 A-a2-0 S-A-1

21 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A21 98.9 a1 A-a1 A A 2002 A 0 A-a1-0 S-A-1

22 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A22 98.9 a1 A-a1 B B 2002 B 0 A-a1-0 S-A-1

23 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A23 98.9 a1 A-a1 S S 2002 S 0 A-a1-0 S-A-1

24 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A24 98.9 a1 A-a1 C C 2002 C 0 A-a1-0 S-A-1

25 関東 α事務所 S路線 アーチ S1-A25 98.9 a1 A-a1 B B 2002 B 0 A-a1-0 S-A-1

側壁Ｒ 総部材数： 25 状態毎のエレメント数（S,C,B,A,AA,AAA）= （ 13 5 4 2 1 0 ）

1 関東 α事務所 S路線 側壁R S1-WR1 31.5 a1 W-a1 S S 2002 S 0 W-a1-0 S-W-1

2 関東 α事務所 S路線 側壁R S1-WR2 31.5 a1 W-a1 S S 2002 S 0 W-a1-0 S-W-1S1トンネル
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　同一エレメントグループに属する部材を，同じ劣化

特性を示す群として扱うことにより，大量の構造物や

部材を取り扱うことが可能になる．

　2）行列・ベクトルを用いたモデル化

　図 1 で示したように，構造物の状態推移や劣化進行

を制御する行為を行列やベクトルで記述し，これらを

組み合わせることで，実際の現象や複雑な活動を再現

することができる．さらに，操作性の高いモデル化手

法であるため，複雑な問題に対処できる．

　3）遷移マトリクス等を用いた確率論的劣化予測

　大量の構造物や部材を取り扱うためには，たくさん

の部材をグループ化する必要がある．その際，同一グ

ループに属する大量の部材は，それぞればらつき

をもって劣化しており，確定的に予測することは

困難である．

　本方法論では，遷移マトリクス等を用いた確率

論的劣化予測を行うことで，劣化のばらつきに起

因する予測誤差を小さくすることができ，必要な

精度を満たしながら，大量の構造物や多様な部材

数を扱うことを可能にしている．（図 3参照）

　4）リスクを考慮した総合的なライフサイクル

コスト評価

　本方法論では，点検補修などの直接費とリスク

（年間期待損失）との和をトータルコストと定義

し，これを指標とすることで，(i)施設の重要度，

波及被害等を考慮した代替案評価，(ii)異種構造

物間の対策優先順位の検討，等が可能となる．

　5）定量的かつ多様な意志決定支援情報の作成

と提示

　シミュレーションの結果得られる費用とリスク

の情報を様々に組み合わせることによって，定量

的かつ多様な意志決定支援情報を提示することが

できる．これにより，一人の意志決定者が判断を

行う際にも，各代替案を様々な角度から分析すること

が可能であり，また，各管理階層に属する意志決定者が必要とする多種の情報の提示も可能である．

4.おわりに

　この方法論は，比較的簡便で，操作性の高いものであり，一般的な実務に活用可能と考える．また，計画

的かつ効率的な予防保全の実現に資する定量的な意志決定支援情報を提供できる方法論であると考える．

　今後の課題としては，(i)各項目の精度の向上，(ii)数理的最適化手法の導入，等が挙げられる．
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　　　図 3.確率論的劣化曲線

　　　　図 4.累積トータルコスト

　　　　図 5.単年度変動リスク
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■状態の遷移（5年）

年 0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100
Sb 100.0 73.7 54.3 40.0 29.5 21.7 16.0 11.8 8.7 6.4 4.7 3.5 2.6 1.9 1.4 1.0 0.8 0.6 0.4 0.3 0.2
Cb 0.0 22.2 31.1 32.7 30.6 26.9 22.7 18.6 15.0 11.9 9.3 7.2 5.6 4.3 3.3 2.5 1.9 1.4 1.1 0.8 0.6
Bb 0.0 3.6 10.3 15.6 18.3 18.8 17.8 16.0 13.8 11.6 9.5 7.7 6.1 4.8 3.7 2.9 2.2 1.7 1.3 1.0 0.7
Ab 0.0 0.4 3.1 6.9 10.3 12.4 13.2 13.0 12.0 10.6 9.1 7.6 6.2 5.0 4.0 3.1 2.4 1.9 1.4 1.1 0.8
AAb 0.0 0.0 0.7 2.4 4.6 6.7 8.1 8.7 8.6 8.0 7.2 6.2 5.2 4.3 3.5 2.8 2.2 1.7 1.4 1.0 0.8
AAAb 0.0 0.0 0.1 0.7 1.8 3.1 4.2 5.0 5.3 5.3 5.0 4.5 3.9 3.3 2.7 2.2 1.8 1.4 1.1 0.9 0.7
D 0.0 0.0 0.3 1.6 4.9 10.4 18.0 27.0 36.6 46.2 55.2 63.4 70.4 76.4 81.4 85.5 88.7 91.3 93.3 94.9 96.1

状態の遷移（5年間隔）：対策2
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